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本書は, ３人の編著者を含む合計24人の著者が, 主に国内法におけるジェ
ンダーの問題を様々な角度から掘り下げた概説書である｡ 著者のうち11名
が准教授 (肩書きは奥付にある出版当時のもの) と, 比較的若い世代が多
い｡ これは, 編者によると, 我が国におけるジェンダー法学の研究が,
｢牽引車的立場の研究者の熱意で走り続ける創成期の段階から, 裾野の広
い若い研究者の理論提示が求められる段階に来ている｣ (はしがき, p. i)
からだという｡ そのおかげで, 263頁という標準的な厚さの中に, 諸外国
との比較, 教育, 家族, 民法, 労働, 社会保障, 性犯罪, 暴力, 政治・行
政・司法など, 計18章の中にジェンダーの多様な論点を網羅できた｡
執筆者各人が１章あたり10数頁の中に, 論点を厳選し, 簡潔な説明を心













本書の構成は, 次の通りである｡ 序章 ｢なぜ, 今, ジェンダー法なのか｣,




の克服｣, 第５章 ｢家族と平等：現行法に潜む 『家』 的思想｣, 第６章 ｢家
族と自由：家族の保護と家族法｣, 第７章 ｢不法行為・契約：失われたも
の 『値段』 の男女差｣, 第８章 ｢労働：平等原則・人格権保障とワーク・
ライフ・バランス｣, 第９章 ｢社会保障：家族と個人のはざまで｣, 第10章
｢レイプ・強制わいせつ：二重の差別主義の克服のために｣, 第11章 ｢セク
シュアル・ハラスメント：職場, 大学における性的人格権の侵害と労働環










本書の特徴で他の類似書に見られないものに, ｢はしがき｣ と ｢序章｣
にくわえ, さらに ｢第０章｣ を設けたことがあげられる｡ ジェンダー法を
学ぶための基礎知識として, 憲法, 民法, 刑法の基本的な三法と, 社会法





折しも, 国際通貨基金 (IMF) のトップであるクリスティーヌ・ラガル
ド専務理事が, NHKの番組 ｢クローズアップ現代｣ に2012年10月17日に
出演した｡ そして, 少子高齢化が急速に進み, 巨額の財政赤字がふくらむ
ばかりの日本経済を, ひいてはアジア経済を救うのは, 高等教育がいきわ
たりながら, 第一子の出産を機に 67 割が正規雇用の労働市場からいった
ん引退する日本女性たちだと力強く訴えかけた (番組サイトは, http : //
www.nhk.or.jp /gendai /kiroku /detail_3261.html｡ IMFの報告要旨は, http : //
www.imf.org /external /Pubs /FT/ fandd / jpn /2012 /09 / steinbergj.pdfを参照｡
IMF のワーキングペーパーは, http : //www.imf.org /external / pubs / ft /wp /
2012 /wp12248.pdfに掲示)｡ つまり, 日本全体に女性が結婚・出産後も働
き続ける仕組みが, 国内経済・財政の視点からも, そして国際経済の視点
からも求められている｡
10月24日には, 世界経済フォーラム (WEF) が2012年版 ｢ジェンダー・
ギャップ指数｣ を発表し, 日本が調査対象135カ国のうち101位になったと
発表した｡ 前年よりランクを３つ下げた理由は, 経済, 教育, 政治, 健康
の４分野のうち, 政治・経済への女性の参画が進まないためとみられてい
る (http : //www3.weforum.org /docs /WEF_NR_GlobalGenderGapReport_20
12_JP.pdf, 2012年10月26日最終アクセス)｡ 日本の101位と韓国の108位は,
OECD諸国の中で非常に低いと指摘されている (同上) が, 儒教文化が
色濃く影響しているのだろうか｡ この点は, 研究を進めなくてはならない｡




発展には国連女性差別撤廃条約 (1979) の影響が極めて大きい｡ とくに日
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本の場合, 1985年６月の第３回ナイロビ世界女性会議 (正式名称 ｢国連女
性の10年をしめくくる世界会議｣) が終了するまでに条約を批准するとい
う目標を達成するため, 国内で論議を呼んだ男女雇用機会均等法案を1985
年５月に国会で成立させた｡ これまで, 日本政府は, 条約第18条に基づき,
条約の国内適用を監視する国連女性差別撤廃委員会 (CEDAW) に対して
計６本の締約国報告を提出した｡ 報告は, 計４会期で検討されてきた (以
下の表を参照)｡





で割愛したのであれば, 全体を通しての参考文献全体 (p. ix) に, 国連女
性差別撤廃条約に関する概論的な概説書を複数入れてもよかったのではな
いか｡
実は, 本書第０章には国際法に関する簡潔かつ明瞭な解説 ｢Ⅴ 国際法

















それから, 本書は ｢セクハラ｣ ｢パワハラ｣ ｢アカハラ｣ という略語を使っ
ている (p. 243) が, 教科書には適当でないと評者は考える｡ 1997年の均
等法改正にあたって, 職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止と
解決に関する配慮義務が定められたが, 労働省 (当時) および厚生労働省
は一貫して ｢セクシュアル・ハラスメント｣ という表記を用いてきた｡ そ
れから, ｢パワハラ｣ と ｢アカハラ｣ は, それぞれ ｢パワー｣ と ｢ハラス
メント｣, ｢アカデミック｣ と ｢ハラスメント｣ を組み合わせた和製語であ
る｡ 第17章は男性にとってのジェンダー法を論じる貴重な場であるので,
改版時に概念整理とともに表記のしかたを検討してほしい｡
最後に, 講義や研究にジェンダーの視点を持つことは, 大学教員にとっ
て, もはやオプショナルではなく, スタンダードな素養になりつつある｡
学生はもちろん, 教員がジェンダーに関する国内法の論点を網羅的に理解
するのに, 本書は適していると言えるだろう｡
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